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【お客さまの安全を守り、 

  安心で快適な生活を支えるために】 

 

第１節 下水道管の再構築  

 

１ 現状と課題 

 東京23区の下水道管の総延長は約16,000㎞にもおよ

びます。今日では経年変化により老朽化が進行し、下

水道管が原因による道路陥没が発生しています。また、

都市化の進展に伴う雨水流出量の増加により下水道管

の流下能力が不足し、浸水被害も起きています。 

 このため、老朽化対策にあわせて能力不足の解消な

どを図る再構築事業を普及概成直後の平成7年度から

本格的に進めてきました。 

 下水道管の健全度を把握し効率的に再構築を行うた

めに、ＴＶカメラなどによる管路内調査を実施してい

ます。特に幹線については、平成18年度からの3か年で

集中的に調査を行いました。 

 これまでに都心4処理区の面積の28％にあたる約

4,600haの再構築が完了しました。 

 しかしながら、法定耐用年数を超えた下水道管の延

長は、既に約1,500㎞に達するとともに、今後20年間で

新たに約6,500㎞増加します。 

 また、下水は一時も止められないため、水位が高い

幹線を再構築するには、下水の流れを切り替える新た

な幹線などが必要となります。 

 

２ 今後の展開 

 将来にわたって安定的に下水を流す機能を確保する

ため、以下の取組方針のもと、下水道管の再構築を進

めていきます。  

○老朽化対策とあわせて、雨水排除能力の増強や耐震

性の向上などを効率的に図る再構築を計画的に推進

します。 

○図表3－1に示すとおり、下水道管を法定耐用年数よ

り30年程度延命化し、建設費と維持管理費を加えた

総費用を経過年数で除した1年あたりのライフサイ

クルコストが最小となる経済的耐用年数（80年程度）

で再構築するアセットマネジメント手法により効率

的に再構築します。 

○区部を図表3－2に示すとおり、整備年代により三期

に分け、再構築事業の平準化を図りつつ計画的に再

構築します。 

○整備年代の古い都心4処理区を第一期再構築エリア

とし、平成41年度まで完了させるため、再構築をス

ピードアップします。 

○水位が高い幹線の再構築では、下水の流れを切り替

えるために必要となる代替幹線などの整備をスピー

ドアップします。 

(1) 経営計画期間の主な取組 

ア 下水道管の再構築をスピードアップ 

  昭和30年代以前に建設されて老朽化した47幹線に

加えて、幹線調査に基づき対策が必要となった幹線

などに対象を拡大するとともに、整備ペースを約3

割アップし、3年間で35幹線20㎞を再構築します。 

  また、浸水の危険性が少ない流域などで老朽化対

 第３章 区部下水道主要施策の展開 

図表3－1 下水道管のアセットマネジメントのイメージ図 

図表3－2 再構築エリアと平均経過年数 
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策を先行するなど、段階的に再構築していく老朽化

対策先行整備手法の拡大により、整備ペースを約2

倍にアップし、平成25年度からの3年間で2,100ha（約

500㎞）の枝線を再構築します。 

イ 代替幹線の整備をスピードアップ 

  水位が高い幹線の下水の流れを切り替え、あわせ

て雨水排除能力を増強する代替幹線などの整備ペー

スをスピードアップし、新たに千代田幹線など4幹線

に着手します。 

 

第２節 水再生センター、ポンプ所の再構築 

 

１ 現状と課題 

 区部では、13か所の水再生センターと85か所のポン

プ所で下水の処理をしています。 

 これまでに、老朽化が著しい芝浦水再生センターや

吾嬬ポンプ所などの再構築、隣接する千住ポンプ所な

どの再構築時の機能を代替し雨水排除能力を増強する

千住関屋ポンプ所などの整備を推進してきました。 

 また、下水道管内に敷設した下水道局独自の光ファ

イバー通信網を活用した遠方監視制御などによる維持

管理の効率化や、省エネルギー化などに寄与する再構

築を推進してきました。 

 しかしながら、施設の再構築は、大規模で長期間を

要するため、コンクリート構造物の定期的な腐食対策

による延命化を図りながら、事業を平準化する必要が

あります。また、設備は機器数が多く、経年により補

修費などが増加するため、経済的かつ計画的な再構築

が欠かせません。 

 さらに、下水は一時も止められないため、再構築時

の水再生センターなどの処理能力を補完する代替施設

の整備が必要です。 

 

２ 今後の展開 

 将来にわたって安定的に下水を処理する機能や雨水

を排除する機能などを確保できるよう、以下の取組方

針のもと、水再生センター、ポンプ所の再構築を進め

ていきます。 

○老朽化対策とあわせて、雨水排除能力の増強や耐震

性の向上、温室効果ガスの削減などを効率的に図る

再構築を計画的に推進します。 

○図表3－3に示すとおり、施設は中長期的な事業の平

準化を図り計画的に再構築します。 

○設備は、計画的な補修によって法定耐用年数より2

倍程度延命化し、経済的耐用年数で再構築するア

セットマネジメント手法により効率的に再構築します。 

○施設の再構築に先行し、ネットワーク施設や代替施

設を整備します。 

 

(1) 経営計画期間の主な取組 

ア 水再生センター、ポンプ所の再構築 

 芝浦水再生センターや吾嬬ポンプ所などの再構築を

引き続き推進し、落合水再生センターを代替する中野

水再生センターなど3か所の代替施設の整備に新たに

着手します。 

イ 設備の再構築 

 図表3－4に示すとおり、計画的な補修などにより延

命化を図るとともに、経済的耐用年数で再構築を進め

ていきます。また、再構築にあわせた省エネルギー化

などにより機能を向上させます。 

ウ ネットワーク化の推進 

 水再生センター間の連絡管の整備や、下水を複数の

水再生センターに幹線で振り分ける方法などにより、

効率的にネットワーク化を推進することとし、このう

ち、芝浦・森ヶ崎水再生センター間及び砂町・ 西水

図表3－3 施設再構築のイメージ図 

 
図表3－4 設備（汚泥焼却炉）の 

    アセットマネジメントのイメージ図 
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再生センター間の連絡管について平成27年度までに着

手します。 

 また、砂町水再生センターと中川水再生センターの

沈砂池に接続する水路である流入きょや、第一沈殿池

や塩素接触槽などを結ぶ導水きょなどを複数化し代替

機能を確保していきます。 

 

第３節 浸水対策 

 

１ 現状と課題  

 都市を浸水被害から守り、快適な都市生活や社会経

済活動を支えることは、下水道の重要な役割のひとつ

です。これまで区部では、1時間50㎜の降雨に対応でき

る下水道施設の整備を行ってきました。また、平成11

～20年度にかけ、限られた財源の中で、「できるところ

からできるだけの対策」により浸水被害への対応を図

る｢雨水整備クイックプラン｣を実施し、貯留施設等を

整備した地区では浸水被害を軽減させてきました。 

 一方、浸水に対する安全性を向上させる幹線やポン

プ所など基幹施設の整備による抜本的な対策は、施設

規模が大きく、長い年月と多大な費用が必要です。近

年、温暖化に伴う気候変動などを背景に1時間50㎜を大

幅に超える集中豪雨が頻発しており、依然として浸水

被害が発生しています（図表9－25及び9－26参照）。東

京には人口や資産が集中しているため、ひとたび浸水

が発生すると被害が大きくなりやすくなっています。

特に都心部を中心に、多数の地下街や地下鉄駅、建築

物の半地下等への居室や駐車場の設置など地下空間の

利用が進んでおり、浸水に対するリスクが高い状況と

いえます。 

 さらに、近年の浸水被害の発生要因として、地形、

地盤高さによる影響が大きいことが分かってきました。

浸水被害を解消するためには、今後このような地区に

対し、下水道施設の埋設状況や地形を反映できる流出

解析シミュレーションの活用を進め、対策の充実を

図っていく必要があります。 

 

２ 今後の展開 

 平成19年に都の豪雨対策の方向性をとりまとめた

「東京都豪雨対策基本方針」の目標を踏まえ、都市機

能を確保し、お客さまが安全に安心して暮らせる東京

を実現するため、以下の取組方針のもと浸水対策を進

めていきます。 

○東京都豪雨対策基本方針に基づき、概ね30年後を目

標に、区部全域で1時間50㎜の降雨に対して浸水被害

の解消を図ります。  

○浸水の危険性の高い対策促進地区20地区について、

平成29年度までに対策を完了します。 

○特に浸水被害の影響の大きい大規模地下街について

は、平成29年度まで1時間75㎜の降雨に対する対策を

行います。 

○かつての川を下水道幹線として利用している浅く埋

設された幹線の流域などについて、幹線からの雨水

の逆流により浸水被害が発生している地区などを重

点地区として、効果的な対策を実施します。 

○こうした取組に加え、今後は浸水対策として整備し

てきた貯留施設等を新たな幹線と連結するなどの検

討を行い、1時間50㎜を超える降雨に対しても浸水対

策を進めていきます。 

(1) 経営計画期間の主な取組 

ア 1時間50㎜の降雨への対応 

 対策促進地区13地区で幹線などの整備を推進し、6

地区で対策を完了します。 

 浅く埋設された幹線の流域などの重点地区について、

新たな幹線を浅く埋設された幹線の下に整備するなど

効果的な対策を実施します。 

 

浅く埋設された幹線の流域での対策イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 大規模地下街での１時間75㎜の降雨への対応 

 浸水発生時に人命や都市機能への重大な影響が予想

される大規模地下街では、渋谷駅東口で開発事業者に

よる貯留施設の整備が進められているほか、東京駅丸

の内口地区、新橋・汐留駅地区など新たに4地区で対策

に着手します。 
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ウ 東京アメッシュの機能向上 

 老朽化した「東京アメッシュ」の再構築にあわせ、

精度の高いレーダーシステムを導入し、局地的な大雨

などに対するポンプ運転の安全性を向上させます。 

 

第４節 震災対策 

 

１ 現状と課題  

 平成23年3月に発生した東日本大震災は、東北地方 

をはじめ各地の下水道施設に未曾有の被害をもたらし

ました。東京都内の下水道の使用に支障は生じません

でしたが、各地で下水道施設の機能が停止し、長期に

わたり下水道使用の抑制が要請されるなど、地域住民

の生活に大きな影響が生じ、下水道のライフラインと

しての重要性が再認識されたところです。 

 これまでの取組として、下水道管の耐震化について

は、避難所や災害拠点病院など約2,500か所のトイレ機

能を確保するため、これらの施設から排水を受入れる

下水道管とマンホールの接続部の耐震化について、平

成25年度末の完了を目指して取り組んできており、こ

れまでに約9割を完了させました。 

 また、液状化の危険性の高い地域にある緊急輸送道

路など約500kmの交通機能を確保するため、マンホール

の浮上抑制対策を平成22年度末に完了し、避難所と緊

急輸送道路などを結ぶアクセス道路に対象を拡大して

推進しています。 

 

マンホールの浮上抑制対策 

 水再生センター、ポンプ所の耐震化については、こ

れまで、関東大震災規模の地震動に対し、施設の耐震

化を実施してきました。これらのうち、建築物や上部

が広域避難場所などに利用されている施設の耐震化を

概ね完了しました。また、機械、電気設備について、

停電時における非常用電源の確保や断水時での運転可

能な無注水形ポンプの整備を進めています。 

 このように震災対策を着実に進めているところです

が、東日本大震災の発生により、新たな課題も発生し

ました。 

 発災当日には、都内でも多くの帰宅困難者が発生し

ターミナル駅などで滞留しました。今後、震災時に被

災者などが集まる避難所などに加え、帰宅困難者が滞

留する施設にも下水道管の耐震化の対象を拡大するこ

とが必要です。 

 また、東日本大震災ではこれまでの想定をはるかに

超えた強大な地震が発生し、津波により電気設備など

が浸水し下水道の機能が喪失しました。想定される最

大級の地震や津波に対する水再生センター、ポンプ所

の耐震化、耐水化や、被災時の水処理機能を確保する

ための水再生センター間の機能の相互融通が必要と

なっています。加えて、既存の多くの高潮防潮扉は、

現地での操作が必要な構造となっているため、津波発

生時の閉鎖の迅速性、安全性を確保する必要がありま

す。 

 さらに、原子力発電所などが地震や津波によって甚

大な被害を受けたことにより電力供給能力が低下し、

大規模停電を回避するための計画停電や電気の使用制

限が実施されました。また、震災後は被災地への燃料

供給が優先されたために、非常用発電設備の燃料確保

が困難になりました。停電時や電力不足時においても

下水道事業を継続するために、自己電源を確保する必

要があります。 

 

２ 今後の展開 

 東日本大震災を踏まえた今後の地震・津波対策につ

いて建設局、港湾局、下水道局の三局では、地震・津

波対策の基本方針を取りまとめるため、平成23年6月に

学識経験者からなる委員会を設置しました。委員会で

は、水門や堤防、ポンプ所、水再生センターなどの耐

震・耐水対策のあり方について提言を行い、これをも

とに三局で平成24年8月、「東京都の地震・津波に伴う

水害対策に関する基本方針」を策定しました。さらに

基本方針を具体化するため、下水道局では「下水道施

設の地震・津波対策整備計画」を同年12月に策定しま

した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

下水道管とマンホールの接続部の耐震化 
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 これらを踏まえた経営計画２０１３をもとに、首都

直下地震などの地震や津波に対して下水道機能やお客

さまの避難時の安全性などを確保するため、以下の取

組方針のもと、震災対策を進めていきます。 

○下水道管の耐震化など 

 ターミナル駅や災害復旧拠点などに対象を拡大し、

平成31年度末までに下水道管の耐震化を図るとともに、

液状化によるマンホールの浮上を抑制します。また、

下水道管内への高潮などの逆流を防ぐ高潮防潮扉につ

いて、津波発生時の閉鎖の迅速化、自動化を平成28年

度末までに概ね完了させます。 

○水再生センター、ポンプ所の耐震化・耐水化など 

 阪神・淡路大震災など想定される最大級の地震に対

し、揚水、簡易処理及び消毒など、震災時においても

必ず確保すべき機能を担う施設の耐震化について、平

成31年度末までに概ね完了させます。また、東京都防

災会議で示された最大津波高さ(T.P.＋2.61ｍ)に対し、

電気設備などの浸水を防ぐ耐水対策を平成28年度末ま

でに概ね完了させます。耐震化・耐水化は、地盤高さ

などを勘案し、東部低地など優先度の高い施設から実

施します。さらに停電時や電力不足に対応するため、

非常用発電設備やNaS（ナトリウム・硫黄）電池を増設

します。 

○水再生センター間のネットワーク化 

 水再生センター間をネットワーク化し、震災時の相

互融通機能を確保します。 

(1) 経営計画期間内の主な取組 

ア 下水道管の耐震化 

 避難所など2,500か所の排水を受け入れる下水道管

の耐震化を平成25年度末までに完了させます。また、

乗降客の多い大規模なターミナル駅、災害復旧拠点と

なる国、都、区の庁舎、一部の災害時帰宅支援ステー

ションなど約1,000か所に対象を拡大し、このうち400

か所で対策を完了させます。 

 マンホール浮上抑制対策については、避難所やター

ミナル駅などと緊急輸送道路を結ぶ道路約170㎞の対

策を完了させます。 

 加えて、地区内残留地区1,000haについて、マンホー

ルの耐震化及び浮上抑制対策を完了させます。 

 53か所の高潮防潮扉について自動化が必要な20か所

のうち、15か所で対策を完了させます。 

イ 水再生センター、ポンプ所の耐震化・耐水化 

 阪神・淡路大震災など、想定される最大級の地震動

に対する耐震化を 西水再生センターや小岩ポンプ

所など新たに19か所で着手し、9か所で完了させます。 

 最大津波高さに対する電気設備などの耐水化を中川

水再生センターや新川ポンプ所など新たに31か所で着

手し、26か所で完了させます。 

 

 
ポンプ所などの耐水対策 

 

ウ 水再生センター間のネットワーク化 

 芝浦～森ヶ崎水再生センター間などの連絡管の整備

に着手します。 

エ 停電や電力不足に対応する自己電源の増強 

 芝浦水再生センターなど13か所で非常用発電設備の

整備を完了するとともに、三河島水再生センターなど

で再構築を実施します。また、中川水再生センターで

灯油単独から灯油・都市ガス併用型の発電機を導入し、

燃料を多様化します。さらに、浮間水再生センターな

ど11か所で合計18,000kWのNaS電池の増設を完了しま

す。 

オ 地震に強い光ファイバー通信網の活用 

 下水道局独自の光ファイバー通信網を拡充し、高潮

防潮扉の遠方制御などに活用していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高潮防潮扉の遠方制御による自動化のイメージ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

震災時においても必ず確保すべき機能を担う施設 

（揚水機能）

第一沈殿池
反応槽

第二沈殿池 塩素接触槽

放流きょ

水再生センター

沈砂池/ポンプ施設
（簡易処理機能）

下線部は、耐震化を図る施設

（消毒機能）（放流）
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第５節 汚泥処理の信頼性向上と効率化  

 

１ 現状と課題 

 区部では、13か所の水再生センターで発生する汚泥

を5か所に集約し、主に濃縮、脱水、焼却により処理し

てます。また、発生する下水汚泥焼却灰は、循環型社

会への形成に貢献するとともに、限りある埋立処分場

の延命化を図るため、セメント原料や粒度調整灰(スー

パーアッシュ)などの有効利用により資源化を進めて

います。 

 平成23年3月に発生した東日本大震災では、沿岸部の

汚泥処理施設が被災により一時停止し、他の水再生セ

ンターへ汚泥を迂回させた経験から、汚泥処理の信頼

性向上と効率化することの重要性が認識されました。

特に汚泥の集約において欠かせない送泥管は、一部区

間において複数化の未整備や老朽化の進行が認められ

ます。また、電力不足への対応として各水再生センター

への汚泥配分の最適化を図り、いっそうの省エネル

ギー化を進める必要があります。 

 一方、原子力発電所の事故により放出された放射性

物質の影響で、焼却灰の資源化率は大きく低下し埋立

てを増やさざるを得ない状況となりました。現在、下

水道工事で使用する鉄筋コンクリート管の材料の一部

となるスーパーアッシュについては資源化を再開しま

したが、その他のメニューについては回復しない状況

です。 

 

２ 今後の展開 

 汚泥を適切に処理処分し、将来にわたって安定的な

下水処理機能を確保するとともに、環境負荷の少ない

都市の実現に貢献することを目的として、以下の取組

方針のもと汚泥処理の信頼性向上と効率化を進めてい

きます。 

○水再生センター間の相互送泥施設の整備などにより、

震災時や故障時の汚泥処理の信頼性を向上させま

す。 

○老朽化した送泥管の再構築に本格的に取り組みます。 

○汚泥処理キーステーションを整備し、各水再生セン

ターへの汚泥配分の最適化を図ることで汚泥処理

を効率化するとともに、バックアップ機能を確保し

ます。 

○限りある埋立処分場の延命化を図るため、汚泥の資

源化を促進します。 

(1) 経営計画期間の主な取組今後の展開 

ア 汚泥処理の危機管理対応の強化 

 三河島・砂町水再生センター間など2区間で送泥管の

複数化を実施し、1区間で完了します。また、みやぎ・

浮間水再生センター間など4区間で相互送泥施設の整

備に着手し、1区間で完了します。 

 落合・みやぎ水再生センター間など3区間で送泥管の

再構築に着手します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 汚泥処理キーステーションの整備・活用による汚

泥処理のさらなる効率化 

 みやぎ水再生センターに汚泥処理キーステーション

を整備し、各水再生センターへ汚泥を適切に配分する

ことで、汚泥焼却炉などの運転の効率化を図るととも

に、汚泥処理のバックアップ機能を確保します。 

ウ 安全な汚泥処理及び汚泥資源化 

 これまでに引き続き、放射性物質を含む汚泥焼却灰

の埋立処分場への運搬や処分の安全性を確保します。 

 安全性を確保しながら、資源化の早期再開に向け関

係者との協議を精力的に推進します。 

 

 

【良好な水環境と 

  環境負荷の少ない都市を実現するために】 

第６節 合流式下水道の改善 

 

１ 現状と課題 

 区部の下水道は、急速な都市化の進展によりトイレ

の水洗化などの衛生環境の改善と頻発していた浸水被

害への対応を同時に進める必要があったため、約8割の

区域が合流式下水道で整備されています。合流式下水

道は衛生環境の改善と雨水排除の両方を同時に達成で

きる一方、汚水と雨水を一本の下水道管に収容するこ

とから、大雨が降ると雨水で希釈された汚水の一部や

ごみ（汚濁負荷）が川や海に放流されています。 

 そのため、降雨初期の特に汚れた下水を貯留する施

設（貯留施設）整備や雨天時の下水をより多く水再生

センターに送水するための新たな幹線（しゃ集幹線）

整備などの対策を進めています。 
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 これまでの取組として、平成24年度までに、しゃ集

幹線の整備が目標値の156㎞に対して155㎞完了し、貯

留施設は目標値の約360万㎥に対し約103万㎥の施設整

備が完了しています。また、平成12年度から平成20年

度まで短期間に事業効果を実感できる「合流改善ク

イックプラン」を実施し、オイルボールやごみなどの

流出抑制対策や計画的な下水道管内清掃などを行って

きました。 

 一方、下水道法施行令では、平成35年度までに処理

区からの雨天時放流水質をBODで40mg／L以下にするこ

とが求められ、対策のスピードアップが必要となって

います。しかしながら、河川などへの雨水吐口におけ

る貯留施設の整備には、用地の確保など解決すべき課

題が多く存在します。 

 

２ 今後の展開  

 雨天時に合流式下水道から河川や海などへ放流され

る汚濁負荷量を削減するため、以下の取組方針のもと、

水再生センターや雨水吐口などにおいて対策を推進し

ていきます。 

○平成36年度から強化される下水道施行令の雨天時放

流水質の基準への対応を図るため、高速ろ過などの

新技術を導入し、水再生センターでの対策をスピー

ドアップします。 

○雨天時放流の影響が大きい区間として、閉鎖性水域

や流れの少ない河川区間など14水域を「重点水域」

とし、平成41年度までに貯留施設などの整備を重点

的に進めていきます。 

○将来は、放流される汚濁負荷量を分流式下水道と同

程度まで削減します。 

(1) 経営計画期間の主な取組 

ア 雨天時下水を効率的に処理する新技術の導入 

 砂町水再生センターなど3か所で、既存の沈殿施設の

改造により早期に導入ができ、汚濁物を2倍程度多く除

去することが可能な高速ろ過施設の整備に新規に着手

します。 

イ 14の重点水域などでの整備推進 

 降雨初期の特に汚れた下水を貯留する施設約11万㎥

の整備を完了するとともに、善福寺川など5水域で新た

に着手します。このうち、流れの少ない河川区間など

14の重点水域では、約8万㎥の施設整備が完了するほか、

大きな河川や海など水質の影響が少ない地点へ放流先

を変更する対策を内濠など2水域で完了させ、内川流域

で新たな幹線の整備に着手します。 

 

第７節 高度処理 

 

１ 現状と課題 

 東京湾が富栄養化する一因であるちっ素やりんの排

出量を削減するため、平成8年度に稼働した有明水再生

センターをはじめとし、これまで高度処理を順次導入

してきました。平成20年度からは「都民の健康と安全

を確保する環境に関する条例（環境確保条例）」によ

る放流水質の規制が強化されたことから、砂町、森ヶ

崎の2か所の水再生センターにおいて、高度処理施設の

一部を新たに稼働させました。現在では、6つの水再生

センターで計51万㎥／日の高度処理施設が稼働してい

ます。 

 また、主に有機物を削減するための既存施設におい

ても、運転管理の工夫により、ちっ素やりんの水質改

善を進めています。 

 しかし、東京湾での赤潮の発生回数、発生日数は横

ばいで推移しており、ちっ素やりんの削減に向けたさ

らなる取組が必要となっています。 

 このため、高度処理施設の建設を進めていますが、

高度処理では、同じ水量を処理するために既存施設よ

りも大きな処理施設が必要となり、既存施設を高度処

理に改造する際には施設の増強整備に多くの時間と費

用が必要となります。また、水質改善効果が高いもの

の、これまでの処理法に比べてより多くの電力を消費

し、温室効果ガスの排出量が増加することが、高度処

理を推進するにあたっての課題となっています。 
 
２ 今後の展開 

 東京湾や隅田川などに放流される下水処理水の水質

をより一層改善して良好な水環境の創出に資するため、

以下の取組方針のもと水質改善を進めていきます。 

〇既存施設の改造により早期の導入が可能で、これま

での処理法に比べ、電力使用量を増やすことなく水

質改善ができる準高度処理について、平成34年度ま

でに整備を概ね完了します。 

○施設の再構築などにあわせて効率的に高度処理を導

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

高速ろ過施設の整備 

 

放 

流 
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入します。導入にあたっては、省エネルギー化技術

を積極的に導入します。 

○水質改善と省エネルギー化の両立を目指して、新た

な処理法の開発・導入を進めます。 

(1) 経営計画期間の主な取組 

ア 準高度処理の整備 

 平成27年度までの3か年で、新河岸水再生センターな

ど5つの水再生センターで計72万㎥／日の準高度処理

施設を整備します。 

イ 高度処理の導入 

 施設の再構築時などにあわせ、高度処理を効率的に

導入するとともに、省エネルギー化技術を積極的に導

入し、電力使用量を削減していきます。 

ウ 新たな処理法の開発と導入 

 高度処理の処理能力低下の原因であるちっ素を除去

する工程を短縮する技術を活用して、これまでの高度

処理と同等の水質を短時間で確保するとともに、3割程

度の省エネルギー化が図れる効率的な新たな高度処理

技術を開発・導入します。 

 

第８節 維持管理の充実 

 

【安全性の向上】 

１ 道路陥没の防止 

 道路陥没は、歩行者や自動車などの車両に重大な事

故を発生させる危険性を含んでいます。区部では、下

水道施設に起因する道路陥没が平成12年度に1,500件

以上発生し、平成24年度には737件と減少傾向にあるも

のの、依然として多くの陥没があり、さらに対策を進

めていく必要があります。 

ア 道路陥没データの活用による地区を重点化した取

付管の取替え 

 23区の道路陥没データから、近年において道路陥没

が一定程度以上発生している50地区を重点化し、道路

陥没原因の75%程度を占める取付管を衝撃に強い硬質

塩化ビニル管へ取替えています。 

イ 巡視・点検、立会いの充実による下水道管の損傷

防止 

 巡視・パトロール体制の強化を図るとともに、他企

業などへの取付管の損傷防止対策として、他企業工事

立会と局外へのＰＲ（リーフレットの配布）を行って

います。 

２ 浸水に対する安全性の確保  

ア 浮上・飛散防止型人孔蓋への取替 

 豪雨時の人孔蓋浮上・飛散による通行者や通行車両

に対する被害は最小限にとどめる必要があります。こ

のため、平成24年度末までに約59,000か所の浮上・飛

散防止型人孔蓋を設置し、飛散防止対策を図りました。 

 今後も巡視・点検を継続的に実施するとともに、浮

上・飛散防止型人孔蓋への取替えを計画的に行い安全

対策の徹底を図ります。 

イ 東京アメッシュの精度の向上 

 下水道の維持管理に万全を期すため、昭和63年度か

ら降雨情報システム「東京アメッシュ」を運用してい

ます。 

 平成19年7月からは、東京アメッシュの観測データに

近隣自治体の降雨情報データを合成処理することによ

り、降雨情報の広域化及び精度向上を図りました。 

 平成24・25年度で老朽化した「東京アメッシュ」を

精度の高いレーダーシステムに再構築します。 

ウ 地下室などへの排水ポンプ設置の要請 

 地下部分を有する建築物では、法令にも規定してあ

るとおり、排水ポンプや止水板など適切な設備を設置

していただく必要があります。そこで、当局ではお客

さまの財産を浸水被害から守るため、区の建築主管課

長会をはじめとして建築確認機関や建築士協会等に、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

数値は各水再生センターの平均値 

 

処理水質 使用電力 処理能力

これまでの処理法
ちっ素：100
り　 ん：100 100 100

準高度処理
ちっ素： 85
り　 ん： 50 100 100

高度処理
ちっ素： 65
り　 ん： 40 130 63

処理法の比較（これまでの処理法を１００として比較）

 

 
 　  

処理後水質 使用電力

 ちっ素：85
 り　ん ：50

100

 
 　  

流入 放流りんの除去 有機物及びちっ素の除去

酸素がほとんどない状態

準高度処理の一例

送風機

ちっ素・りんの

除去率増加

電力使用量

増加なし
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排水ポンプ設置指導の要請を行っています。また、お

客さまに対しても都区のイベントを通じ、パンフレッ

トを配布するなど排水ポンプなどの設置の必要性を周

知しています。 

 

【快適性の向上】 

３ 河川などへの雨天時放流の対応強化 

 お台場に白色固形物（オイルボール）が漂着し、合

流改善への意識が高まりつつある現在、オイルボール

対策として下水道管などの清掃を実施しています。 

 なかでも、飲食店街などの重点的な点検や管路内調

査を実施して、重点地区を特定し、清掃作業を効率的

に実施しています。 

４ 臭気への対応強化 

 地下排水槽（ビルピット）は、適正な管理が行われ

ないと貯留された汚水が腐敗して、硫化水素が発生し

ます。この汚水をポンプで下水道管へ排出する時に、

気体化して公共雨水ますなどの開口部から、悪臭とし

て発生している場合があります。 

 このため「ビルピット対策指導要綱」により都の関

係各局が悪臭防止に取り組むとともに、平成20年度に

は「ビルピット臭気対策マニュアル」を作成しました。 

 また、当局と23区との間に臭気対策協議会等を設置

し、町会、商店会と連携するとともに、ビル管理業者

や設計士協会で開催する講習会などの場で悪臭防止の

ＰＲを行っています。 

 加えて、水再生センター・ポンプ所でも地域住民及

び見学者に配慮した臭気対策を進めています。 

 

【地球環境保全への貢献】 

５ 汚泥焼却時における温室効果ガスの削減  

 汚泥の高温焼却を行うことで、温室効果の高い一酸

化二窒素の排出量が削減できます。このため、設計時

に高温焼却が想定されていない既設の焼却炉について

も、耐熱性などを考慮した上、高温焼却を段階的に行っ

ています。また、新たな焼却方式への改良を行うこと

で、さらなる温室効果ガス削減を図ります。 

６ 省エネルギー型設備の導入による電力消費量の削

減 

 地球温暖化対策として、設備更新時にポンプなどを

送水量に応じた制御ができる効率的な機器に変更し、

電力消費量を削減していきます。さらに、民間と共同

開発した高効率高圧電動機の導入や、汚水の浄化を行

う微生物に空気（酸素）を供給する散気装置について、

高効率型の機器へ更新するなど、積極的に省エネル

ギー化を図っていきます。 

７ 水質改善と地球温暖化対策の両立 

水質改善と電力使用量削減による地球温暖化対策の

両立を図るため、水再生センターごとにちっ素濃度と

送風電力量の二つの管理軸を用いた運転管理（二軸管

理）を行い、水処理施設の運転を最適化しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二軸管理による水処理運転の最適化のイメージ 

 

【事業の効率化】 

８ 夜間電力を利用した下水処理の実施 

 水再生センターやポンプ所に整備している貯留池に

は、汚濁負荷の大きい降雨初期の雨水を貯留していま

す。この貯留した初期雨水を、可能な限り電力単価の

安い夜間に処理することで、電力料金を削減していま

す。  

９ 電力貯蔵設備（NaS電池）による電力コストの縮減 

 当局ではNaS電池を導入しており、 西水再生セン

ターで2,400kＷ、三河島・砂町・みやぎ及び新河岸水

再生センターでそれぞれ2,000kＷが稼働しています。

また、平成16年度からPFI事業として、森ヶ崎水再生セ

ンターで8,000kＷを運用しています。これらの対策に

より、最大使用電力を低減することで契約電力を下げ

ることや、低廉な夜間電力を蓄電し昼間に使用するこ

とで電気料金を削減しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NaS電池（砂町水再生センター） 

前年度

今年度

・ 送風量を減らし、送風電力量の削

減を優先した水再生センターの例

・ 今後、散気装置の高効率化により、

さらなる水処理運転の最適化をめざ

す

・散気装置の高効率化により、水質改

善と送風電力の削減の両立が実現で

きた水再生センターの例

良好 ←   送風電力量 →   悪化

良
好

←
   

ち
っ

素
濃

度
→

   
悪

化
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10 下水道管の計画的補修 

 （ＴＶカメラ調査などによる下水道管の老朽度評価

に基づく補修） 

 効率化と予防保全を重視した維持管理を基本方針と

して、下水道管の現状を把握する目的でＴＶカメラ調

査などによる管路内調査を進めています。管路内調査

は、すでに全管理延長の約89％にあたる14,232㎞の下

水道管について完了しています。これらのデータの分

析結果を活用し、予防保全型の維持管理に転換させて

いきます。 

11 ポンプ設備の計画的改良・補修 

 水再生センター・ポンプ所には約740台の汚水・雨水

ポンプが設置されています。ポンプの稼働年数や運転

状況などから計画的にポンプ設備の改良や補修を行う

ことで、揚水機能の確保と事業の効率化を図っていま

す。 
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